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  アメリカにおける障害者に対する公的な所得保障の現状
Ⅲでは, アメリカにおける障害者に対する公的な所得保障の現状を把握する｡ その前に, Ⅱ
で形成過程を振り返った障害年金の現在の位置づけを簡潔に整理しておきたい｡
アメリカの障害年金, 正式には社会保障障害保険 [                            ＝    ] は, 単独で存在するのではなく, 公的年金制度である老齢遺族障害保険 [                                   ＝     ] の一部として存在する｡      は, 連邦
が運営する社会保険プログラムであり, 制度創設以降, 累次の改正を経て, その規模を拡大さ
せてきた｡     年において, 適用対象者は被用者と自営業者あわせて１億    万人であり,
生産年齢人口の８割以上が同制度の適用を受けている｡ また, 受給者総数は    万人, 運営
費等も含めた支出総額は    億ドルに上る｡
この     の中心は, 老齢年金であり, 同年において,     万人の受給者に対して, 総
額    億ドルの現金給付が行われている｡ また, 老齢年金と同一の基金から給付される遺族








５. ６つの論点 (以上, 前号掲載)















に,      は, 障害をもつ年金受給者のリハビリテーションに要する費用も負担しているが,    年の負担総額は  億ドルであり, その規模は現金給付に比べれば極めて小さい｡ また,
障害者に対して現金給付を行う連邦運営のプログラムとしては, 公的年金の他に, 補足的所得
保障 [                        ＝   ] という名称の公的扶助が設けられている｡     
年において, 障害者・視覚障害者に対する   の支給総額は   億ドルとなっており, 障害年
金の支給総額の半分以下である   )｡
一方, 障害年金受給者から見た場合, 障害年金給付は個人所得の最大の源泉になっている｡                                                    等に基づく推計
(    年) によれば, 受給者の約半数で, 個人所得に占める障害年金給付の割合が  ％を超え
ている｡ また, 受給者の世帯所得で見ても, 年金給付は所得の最大の源泉であり, 受給者のい
る世帯の平均所得の   ％は年金給付である｡ 一人暮らしに限定すれば, その数値は   ％に
達する   )｡
以上で概観したように, 現在, 障害年金は公的年金制度の重要な一角を占めており, 同時に,
障害者に対する公的な所得保障の基幹的な役割を担っている｡ それゆえ, 現状把握を行う際も,
主たる検討対象は障害年金となる｡ また, Ⅱにおける歴史的検討の結果, ６つの論点が導き出





れ, それに基づいた給付が行われるため, 実態は社会保険料である｡     年の社会保障税率は,
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した給付がある｡ そのひとつが, 障害をもつ成人した子に対する給付である｡ 被保険者本人の
子であって,   歳前に障害を有し, 現時点での年齢が  歳以上の者は, 一定の条件を満たした
場合に, 親の基本年金額の  ％ないしは  ％を受け取ることができる   )｡ 先天的にあるいは幼
年期から若年期に障害の状態となった者は, 保険事故が発生する前に保険料を拠出することが
不可能であり, 本来ならば, 社会保険の給付対象外となるであろう｡ しかしながら, 彼らに対
しても社会保険方式の年金制度から給付が行われていることは注目に値する｡ ただし, 受給す
るためにはいくつかの条件があり, 本人が障害要件や年齢要件を満たす必要があるだけでなく,
その者の親が, 老齢年金受給者である, 障害年金受給者である, 一定期間就労した後に死亡し
ているなどの要件を満たす必要がある   )｡ つまり, 親が一定期間の保険料拠出を行っていなけ
ればならず, 親の拠出した保険料に基づいた給付として, 障害をもつ成人した子に対する年金
給付が行われている｡ その他にも, 障害をもつ  歳以上の寡婦 (寡夫) に対しては, 受給者本
人に拠出記録がなくとも, 死亡した配偶者の拠出記録に基づいた給付が行われる｡ これらの家
族給付は, 前述の家族給付とは異なり, 障害年金と見なすことができる｡
このように, アメリカの障害年金では, 就労者に対する給付はもちろんのこと, 一見すると
アメリカにおける障害者に対する所得保障の歴史と現状 (下)   
   ) ①については, 障害の状態に至った年齢が  歳未満の場合, 条件が緩和される｡ また, ②の一定
の拠出記録とは, 障害の状態に至った年齢が  歳前の場合で  年 (６四半期) 以上が必要となる｡
その後障害の状態に至った年齢が１歳増えるごとに, 必要な被保険者期間が１四半期伸びる｡ 例えば,
障害の状態に至った年齢が  歳であれば, 必要な拠出記録は３年である｡     [     ]     ‒７を
参照｡   ) 配偶者については  歳未満の子や障害をもつ子を養育している配偶者, 子については就学中の  
歳未満の子も家族給付の対象となる｡     [     ]        ) 障害をもつ成人した子に対しては, 親の   の  ％が支給されるが, 親が死亡している場合は,
死亡した親の   の  ％までが支給される｡     [     ]        )     [     ] 
                                                               
無拠出給付のように思われる障害のある家族に対する給付も含めて, 拠出に対応して給付が行
われるという社会保険の原則は維持されている｡ 当然に, 障害の要件を満たしていても, 拠出










よび障害者・視覚障害者に支給される現金給付 (公的扶助) である｡ それ以前に存在した連邦‒
州の共管プログラムであった老齢扶助, 視覚障害者扶助, 障害者扶助は    年改正により廃止
され, 連邦が   ％財源を負担して直接運営する現在の   に生まれ変わった｡    は扶助制




る｡ この際の認定基準や方法は, 成人の場合, 障害年金のそれと共通したものが用いられる｡
その一方で, 扶養義務の範囲が直系血族や兄弟姉妹にまで及ぶ生活保護とは異なり,    の扶
養義務の範囲は配偶者と親権者に限定されている｡    年において,   ～  歳の障害者では, 障害年金の受給者は約   万人いる (以下, 表１
を参照)｡ これは同年齢層の人口の約４％に相当している｡ アメリカの障害者数は, 障害の定
義や調査方法の違いにより, 推定値に大きな差があるため, それとの比較は難しい｡ ただし,
例えば,                                           において,   ～  歳
層で何らかの障害がある者の割合は   ％, 就業に関して障害がある者の割合は  ％となっ
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   )     [     ]        ２および       ５より推計｡   ) 原則として    ドル (単身者) ないしは    ドル (夫婦世帯) を超える資産を有する場合には
受給資格が認められない｡ ただし, 持ち家, 自動車など一定の資産については控除される｡ また,    年では, 単身者の場合   ドル, 夫婦世帯の場合   ドル以上の所得がある場合には受給資格が認
められない｡ ただし, 対象者の所得のすべてが   上の所得としてカウントされる訳ではない｡ 月




と言える｡ 同時に, 前述したように, 障害年金受給者にとっては, 年金給付が最大の収入源に
なっている｡ しかしながら,   ～  歳層では, 障害年金を受給できず, 障害を理由とする   









一方, 各州には, 州独自の財源で運営される公的扶助, 一般扶助 [                ]
が存在している｡ 一般扶助は, 適用対象者, 支給要件, 給付内容などが州により異なるが, 障
害者が一般扶助を利用する主なケースは,    の受給資格を満たせない場合や障害認定の審査
結果を待っている場合になると考えられる   )｡
アメリカでは, 障害年金の形成過程において, 公的扶助の問題点が指摘され, それを乗り越
えるものとして社会保険による障害年金の重要性が強調されてきた｡ そして, 実際に, 現在で












受給者                                   の受給者合計       











れ, プログラムは拡大の方向に向かった｡ 例えば,     年には, コスト抑制のための重要な要
素であった  歳以上という年齢制限が取り除かれている｡    と議会の間には, 少なくとも    年代前半までは, 障害年金を拡大することに対する合意が存在しており, 制度の拡充は大
きな反対なく行われている   )｡ こうした制度の動向が, 一定の加入期間を有する被保険者の増
大や制度に対する認知の高まりとあいまって, 障害年金の新規裁定件数を増加させた｡ また,    年代末から    年代初頭にかけて物価上昇率を大幅に上回るような給付水準の引き上げも
年金制度全体で行われた   )｡ そのため, 制度創設以降    年代前半までは, 障害年金給付費は
名目値だけでなく実質的に見ても一貫して増大した (図１)｡ このような障害年金のコストの
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   )        [    ]       ‒            [    ]       ‒       ) 菊池 [    ]       
図１ アメリカの障害年金給付費総額の推移 (1957‒2006年)
注：図では, 簡略化のため, 障害保険信託基金から給付されている費用を障害年金給付費総額としている｡ ここには障
害年金受給者の家族で, 障害を有しない配偶者や子に対する給付も含まれている｡ 一方で, 障害をもつ寡婦に対す
る給付と障害をもつ成人した子に対する給付の一部は老齢遺族保険信託基金から支払われるため, ここには含まれ
ていない｡ また, 実質 (    年基準) は   デフレータによる実質額である｡
資料：                                                    の       ２より作成｡
                                                               
上昇は,     年代前半には大きな問題として捉えられるようになっており, 例えば, 障害年金
に関する    年の下院歳入委員会のスタッフ報告では, 障害保険信託基金は    年代末には深
刻な財政危機に陥ることが指摘されていた   )｡ 議会では財政危機について様々な検討が行われ
たが, その中で次第に, コスト増大の要因として, 障害認定のあり方に大きな関心が集まるよ
うになっていた｡ そのため,    は,     年から    年にかけて, 各州の認定機関に対して,
認定方法や再審査の基準を引き締める方向で指示を行うという方針をとった   )｡ 一方, 立法面







ることに成功した (図１)｡ しかしながら, この過程において, 特に継続障害審査 [                     ] による再審査の定期的な実施が国民からの批判を生むという結果を
もたらした｡ 批判の背景は, 再審査の対象となるケースが増加したこと, 長期の受給者も含め
多くの受給者が給付を打ち切られたこと, そして, 誤った給付打ち切りを受けたケースに注目
が集まったことなどであった｡ さらに, 行き過ぎた再審査に対しては, その実施責任のあった
州から批判が生じただけでなく, 裁判所からもその是正を求める判決が出されていた   )｡ 以上
の背景から    年社会保障障害給付改革法 [                                         ] が制定された｡ 本法によって, 障害年金を打ち切るためには, 医学的改善によ




   )        [    ]       ‒       )              [     ]             [    ]       ‒       ) 同法の内容については, 菊池 [    ]       ‒   および    [    ] を参照｡   ) それ以前は, 医学的改善が見込まれた場合, 就労活動が判明した場合, 受給者から医学的改善や





総合して判断することなども規定された   )｡ その他にも, 政府に対して, 精神の障害を評価す
る基準を改めることを要求し, その改訂が終わるまでは, 精神の障害に対する定期的な再審査
を猶予することなどを求めている   )｡ このような内容の改正により,     年代末から    年代
前半にかけての厳格な運用が見直されるようになった｡    年改正の結果,     年代後半には, 支給終了件数が急激に低下し, 新規裁定件数も再び
増加し始めた｡ その後, 現在に至るまで受給者数が増加しており, その結果, 障害年金のコス
トも大きくなっている (図１)｡ 現在の障害年金受給者は,   年前の約  倍,   年前の約  
倍になっている｡ 受給者増加の背景としては, まず,     年代初頭の経済状況の悪化が指摘さ
れている｡ 障害年金の対象となる障害の定義上, 重度の機能障害を有する者でも, 就労してい
れば, 障害年金の受給者とはならない｡ しかしながら, 景気後退によって彼らが仕事を失えば,
障害年金を申請するようになると予期される   )｡ そのため, 失業率の増加とともに, そうでな
ければ稼得活動に従事できたであろう障害者が給付を申請するようになったと考えられる｡ ま
た,     年改正以降の障害認定の変化が受給者増に影響を与えたとの指摘もある   )｡ 特に, こ
の改正による認定方法の見直し以降, 精神疾患や (腰痛などに代表される) 筋骨格系の疾患を
理由とする新規裁定が増加している   )｡ これらの障害は, 他の種類の障害と比して, とりわけ





しているのは, 受給者の受給期間が長期化しているためである｡ その他に, 受給者増の要因と
して, 人口構造の変化や女性の労働市場への進出も指摘されている｡    年代中盤以降, 障害年金の１人当たり支給額は名目値では増加しているが実質値では変
化していない   ) ため, 以上の要因による障害年金受給者の急増が, 障害年金給付費の増大を
もたらしている｡ 現在では, このような障害年金のコスト増が再び大きな懸念材料となってい
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
   )              [    ]        ) その他, 改正法の詳細は             [    ]     ‒  および菊池 [    ]       ‒   を参





る   )｡ もちろん, このような予測が現実のものとなった場合でも,     年に制度が破綻し, 給
付が完全に終了する訳ではない｡     年においても, その時点の社会保障税収入によって, 予
定されている障害年金給付の約  ％は賄うことができる｡ しかしながら,     年代中盤以降の
給付費の拡大が, 障害年金の財政状況を悪化させてきたことは確かであり, 実際に, 障害保険
信託基金は,     年,     年,     年,     年に単年度赤字を記録している   )｡ そのため, 支
出と収入の両面で,     年代以降いくつかの対策がとられてきた｡
収入面では, 障害年金に割り当てられる税率が    年代に引き上げられている｡ 特に    年
には, 老齢遺族年金の税率の一部が, 障害年金に割り当てられることで, 障害年金の税率は,
被用者の場合で労使  ％ずつから   ％ずつに, 自営業者では  ％から   ％にまで引き上
げられた｡ その後, ２度の改定があり,     年以降, 税率は, 被用者の場合で労使  ％ずつ
に, 自営業者では  ％となっている｡ 一方, 支出面では, まず,     年の立法により, 障害
年金,    ともに, 薬物依存およびアルコール依存から生じる障害については, 給付を行わな
いこととされた｡ すでに受給している者についてもこの禁止規定が有効となり, その結果,    年の障害年金の支給終了件数は一時的に増加した｡ ただし, 支給打ち切りの対象となった  万ケース (障害年金と   の合計) のうち, 約  ％は別の障害, その多くは精神の障害を
理由に受給資格が保持されている｡ また, この際に支給打ち切りの対象となった受給者は, 障
害年金受給者と成人の   受給者の  ％程度であり, 障害給付プログラム全体には大きな影
響を与えることはなかった   )｡ もうひとつの大きな対策は,     年に制定された就労チケット





有している｡ しかしながら, 現在までのところ, これらの仕組みの利用者自体が停滞している
こともあり, その効果は明白な形では現れていない｡
アメリカにおける障害者に対する所得保障の歴史と現状 (下)   
   )     [    ]        )                                ４         )                  [    ]     ‒     ) 同法については百瀬 [    ]      ‒  を参照｡
                                                               
３. 障害認定
アメリカの障害年金では, 障害認定は次のような流れで行われている｡ まず, 認定業務は,
申請者が社会保障事務所で給付を申請することで始まる｡ そこでは, 申請者が拠出要件を満た
しているか否か, 実質的稼得活動 [                      ＝   ] の基準以上で就労
しているか否かなどの基本的な受給条件に関する審査が行われる｡ もし, 条件が満たされてい
れば, 次に, 申請者の居住する州の障害認定事務所 [                         ＝   ] の審査に進む｡    は各州の機関であり, 州のリハビリテーションサービス局, 保健
福祉局などに属している｡    の障害審査官および医師は, 申請者が治療を受けた医師, 病
院, 施設などから医療情報を収集し, それをもとにして, 申請者が障害年金の対象とする障害
状態にあるか否かを判断することになる｡ さらなる医療情報が必要となる場合は,    が費
用を負担して, 申請者に新たな検査を受けさせることもある｡ 障害年金の対象となる障害は,







第１段階｡ 申請者は働いているか？ もし, 申請者が就労しており,    の基準よりも多く
所得を得ているならば, 障害であるとは認められない｡    は,     年で月   ドル以上 (視
覚障害者の場合は月    ドル以上) の稼得活動とされており   ), これ以上の収入がある場合は,
どのような医学的状態であっても障害とは認められず, 申請はこの段階で却下される   )｡
第２段階｡ 申請者の有する機能障害が深刻であるか？ 給付が認められるためには, 申請者
の有する機能障害が, 医学的に確定可能であり, かつ, 死に至るか１年以上継続するものでな
ければならない｡ さらに, その機能障害は, 労働に関連する基本的な活動を妨げるような深刻
なものである必要がある｡ 労働に関連する基本的活動とは, 仕事をするために必要となる能力
・素質を意味しており, 例えば, 歩く・立つ・持ち上げる・運ぶといった肉体的機能, 見る・
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
   )          ( ) (１)                      ただし,   歳以上の視覚障害者 (良い方の
眼の中心視力が      以下, または, 視野が  度未満) については特別のルールが適用される｡   )                               §        ( ) (４) 以下では                             を     と略す｡   )     [     ]        )      §        ( ) ただし,    に従事しているかどうかを判断する際に用いられる収入
は, 対象者の実際の収入から機能障害に関連する労働経費 [                          ]




どが含まれる   )｡ また, 申請者が複数の機能障害を有する場合は, それらを総合して深刻度が
判断される   )｡ 申請者の障害の状態がこのような深刻なものであれば,    の認定業務は次
の段階に移行する｡ もし, そうでなければ, 申請者は障害状態にあるとは認められず, この段
階で申請が却下される   )｡
第３段階｡ 申請者のもつ機能障害が   の定めたリストに記載される機能障害と合致する
か, あるいは, 等しい程度であるか？    は,   の主な部位 (筋骨格系, 視聴覚・言語, 呼
吸器, 心臓血管, 消化器, 泌尿器, 血液・リンパ, 皮膚・皮下組織, 内分泌, 神経, 精神, 複
数の生体機能, 悪性新生物, 免疫) について, 部位ごとに機能障害のリストを整備している   )｡
そのリストに記載されている機能障害 (例えば, 筋骨格系であれば両手を切断など) は, 極め
て深刻なものであるため, 申請者のもつ機能障害がそれらに合致すれば, この時点で障害状態
にあると認定される｡ また, 仮にリストに記載されていなくとも,    が, 申請者のもつ機
能障害がリストにある機能障害と同程度の深刻さであると判断した場合も, 同様の認定が行わ
れる｡ リストに合致するか等しい機能障害を申請者がもつ場合は, この段階で障害状態にある
と認定される   )が, そうでない場合であっても, 申請が却下される訳ではなく, 次の段階の審
査が行われる   )｡
第４段階｡ 申請者は過去に従事していた仕事を遂行できるか？ もし, 第３段階で申請者が
障害状態にあると認定されなかった場合,    は, ケース記録に基づいて申請者の残存能力
[                       ] を査定する｡ 残存能力とは, 機能障害やそれに関連する苦
痛などの症状によって身体的・精神的機能が制限される中で, 申請者が労働に関連する活動を
どの程度行えるかのことである｡ この査定された残存能力は, 彼が過去に従事していた仕事で
必要とされることと比較される｡ 過去に従事していた仕事とは, 過去  年以内に従事し, かつ,   以上で一定期間継続した仕事と定義されている｡ この審査の結果, 申請者にはそのよう
な仕事をまだ行うだけの残存能力があると   が判断した場合, 申請者は障害の状態にある
とは認められない｡ この判断を行うに際しては, 後述する職業的要素は考慮されず, また, そ
のような仕事が国民経済に多数存在しているかどうかも考慮されない   )｡
アメリカにおける障害者に対する所得保障の歴史と現状 (下)   
   )      §            )      §            )      §        ( )    )                                                        ‒           (     )  
(                                                                 ) を参照｡   )      §        ( )    )      §        ( )    )      §        ( ) §        ( ) 
                                                                
第５段階｡ 申請者は他の種類の仕事ができるか？ 第４段階にて, 申請者は深刻な機能障害
のために過去に従事していた仕事を遂行することができないと認定された場合,    は, 次
に, 残存能力だけでなく, 職業的要素 (年齢, 教育, 過去の労働経験) も考慮して, 国民経済
に多数存在するような他の仕事を申請者が遂行できるかどうかを判断する   )｡ 申請者の職業的
要素として考慮される年齢とは, 生活年齢のことである｡ 申請者の年齢が高いことは, 他の仕
事に順応する能力を制限する要素として考慮される｡ 教育とは, 職業的な要求に応じるための
能力 (例えば, 理解能力, コミュニケーションスキル, 算術能力) の向上に寄与する学校教育
やその他の訓練を意味している｡ 通例, 教育を受けていないこと, あるいは, 英語での伝達が
できないことは, 他の仕事に順応するための能力を制限する要素として考慮される｡ 労働経験
とは, 直近  年以内の就労を通じて獲得されたスキルや能力を意味している｡ 申請者が未熟練
・低熟練である, あるいは, スキルが転用不能である場合ほど, 障害の状態にあると認定され
やすくなる｡    は, 申請者の就労に関係する残存能力と以上の職業的要素を組み合わせて
認定を行う｡ この認定を行うに際しては, 一定のガイドラインが定められている   )｡ 審査の結
果, 他の仕事に順応することができないと判断された場合, 申請者は障害の状態にあると認定









る｡ それによって, 以降の審査にかかる時間と人員が節約される｡ その意味で, 第３段階はス
クリーニングツールとしての役割を担っている   )｡ 最後のポイントは, 仮に第３段階で機能障
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
   )      §        ( ) §        ( )    )      §         §         §         例えば, 残存能力により中労働が可能と分類さ
れれば, 通常は障害とは見なされない｡ 目安としては, 申請者が１日６時間歩くか立つことができ,
さらに, 基本的に  ポンド (時折  ポンド) を持ち上げることができる場合は中労働が可能と分類さ
れる｡ しかし, その申請者が  歳以上で教育経験が少なく技能もなければ, ガイドラインに従って,
障害の状態にあると認定される｡ ガイドラインの詳細は              ２                    を参照｡   )      §        ( )    )      §       ( )    )                       [    ]          
                                                                
害の深刻度に基づいて障害状態にあると認定されなくとも, その後の第４段階と第５段階にて
残存能力の査定が行われるということである｡ 年齢, 教育, 労働経験なども含めた総合的な観
点から, 申請者は稼得能力を喪失しており, 他の仕事に従事できないと判断された場合, 障害
年金の給付対象となる障害状態にあると認定される｡ 実際の認定過程では, 機能障害の程度に
よって認定されるケースとほぼ同数が, 労働に関する残存能力と職業的要素によって認定され
ており, 傾向としては, 前者の割合が低下するようになっている   )｡ ちなみに, 症状別の新規
裁定件数を確認すると, 筋骨格系及び結合組織の疾患に基づく認定と精神遅滞以外の精神の障
害に基づく認定が特に多くなっており, 両者で全体の約半分を占めている   )｡ 一方, 申請が却
下される場合も, 機能障害の程度よりも, 機能障害によって身体的精神的機能が制限される中
で, 過去の仕事あるいは他の仕事に従事できるか否かが重要になっている   )｡
以上では障害年金を念頭において, その認定過程を説明したが,    においても, 対象者が
成人の場合は, これと同様の障害認定が行われている｡ また, 給付申請に対する   の決定
に不服がある場合, 申請者は不服申し立てをすることができる｡ 再審査過程は４段階ある｡ 申










当する  件の不服申し立てがあった｡ しかしながら, 不服申し立てがあった場合は, その後の
再審や特に聴聞によって支給認定されることが多く,     年では, 大まかに言えば, 不服申し
立ての半分は最終的に支給認定されている   )｡
現在のところ, 障害認定については, まず, その待ち時間が長期化していることが問題視さ
れている｡     年の待ち時間は,    の最初の決定が出るまでが平均  日である｡ ただし,
アメリカにおける障害者に対する所得保障の歴史と現状 (下)   










かという指摘もなされている   )｡ こうした状況の中,    は, 待ち時間の短縮化や認定精度
の向上を目指して, 障害サービス改善 [                        ] という改革を行
っている   )｡ 同改革は, ボストン地区 (コネチカット州, メイン州, マサチューセッツ州, ニ





に使われる年数 (算定対象期間) は,   歳到達の翌年から障害の状態となるまでの経過年数そ
のものではなく, そこから収入の低かった数年間が除かれたものである   )｡ 除外年数は, 経過
年数の５分の１ (最大で５年間) となっている｡ また, 過去の収入については, 所得水準の変
動に応じて再評価されたものが使われる｡ 給付額の基礎となる平均月収は, 上記の算定対象期
間における再評価済収入の合計額をその期間の月数で除したものとなり, 再評価済平均月収
[    ] と呼ばれる｡ こうして求めた    を, (    の最初の   ドルまでの  ％) ＋
(   ドルを超えて    ドルまでの    の  ％) ＋ (    ドルを超える    の  ％) とい
う公式に当てはめて基本年金額 [   ] を導き出す (数値は    年)｡ 被保険者本人たる就労
者に対する障害年金の給付額は原則として   の   ％となる｡ その他に, 被保険者に一定の
条件を満たした家族がいる場合には家族給付も行われる   )｡ このように, アメリカの障害年金
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   )                       [    ]         ) 障害認定は各州の   によって行われるが, その認定率は州間で大きく異なる｡ 社会保障諮問
委員会の資料によれば, 障害年金の申請 (障害年金と   の同時申請を除く) に対する各州の支給
認定率 (    年) は, もっとも高いニューハンプシャー州が  ％であるのに対して, もっとも低いテ
ネシー州では  ％になっている｡      [    ]            )         [    ]    ) ただし, 算定対象期間が２年に満たない場合は２年に引き上げられる｡     [     ]         ) ただし, 本人給付と家族給付の合計額には１家族あたりの上限額が決められている｡     [     ]     
                                                                
は就労時の収入に応じた所得比例給付のみであり, また, 最低保証額のようなものも設けられ
てはいない｡ ちなみに, 障害年金には部分障害の規定や等級制は設けられておらず, 障害の程
度に応じて給付額が増減することは無い｡ 公的年金の加入対象者には, 被用者だけでなく年収
が一定以上の自営業者も含まれており, 自営業者も所得比例給付を受け取ることになる｡    年では, 就労者本人に対する給付の平均支給月額は月額     ドル (男女計) となって
いる   )｡ この水準は,    の連邦基準の最高給付月額 (    年：単身者) の約  倍であり,
年収換算した場合には, 保健社会福祉省 [                                ]
の定める貧困線 (単身者)   ) の約  倍, 手取り賃金平均の約   ％に相当する   )｡ この水準を













困難である｡ そのため, 例えば, 公的年金の給付水準を下げて個人年金勘定を導入するという
提案に対しては, 老齢引退者の場合は, 個人年金勘定を通じて, 公的年金の削減を相殺する程
度の積立を行えるかもしれないが, 障害者となり労働市場から早期に引退した者は, 個人年金
勘定において十分な積立をすることができないとの指摘もなされている   )｡ 実際にアメリカで
提案されている給付水準削減は, 主として, 老齢年金に関するものである｡ また, 個人年金勘
アメリカにおける障害者に対する所得保障の歴史と現状 (下)   
   )     [     ]          )                                ‒   ‒           ) 手取り賃金平均は,     の推計したグロス賃金平均から単身者子無しの場合の所得税および社
会保障本人拠出を除いた額 (     ドル) を用いた｡                    ‒             ) 購買力平価は,     の    年のデータ (１ドル＝   円) を用いた｡                              )   ～  歳の障害年金受給者 (就労者本人) の約  ％が障害年金と   を同時に受給している｡    






が同一制度に含まれている｡ ただし, 老齢年金と障害年金では対象とするリスクが異なる｡ 老
齢年金では, 拠出要件を満たした加入者が老齢年金の支給開始年齢に到達した場合に, 給付が
行われる｡ それゆえ, 保険事故は一定年齢への到達という客観的なものであり, さらに, 保険
事故がいつ生じるかが明確である｡ また, 現在では保険事故はかなり高い割合で生じる｡ そし
て, 老齢年金と稼得能力との関係は失われており, 仮に受給者にどれだけの就労収入があった
としても, 年金は全額支給される   )｡ 一方で, 障害年金では, 拠出要件を満たした加入者が法
律上で決められた障害の状態にあると認定された場合に, 給付が行われる｡ それゆえ, 保険事
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   )     [    ]             [    ]        )     年の高齢者の就労自由法 [                                   ] により支給
開始年齢以降の所得テスト [          ] は撤廃された｡
表２ 障害年金支給月額の分布 (就労者本人に対する給付)
支給月額 (ドル) 人数 割合 (％)
合計                  未満               ‒                    ‒                    ‒                    ‒                     ‒                     ‒                     ‒                     ‒                      ‒                      ‒                      ‒                      ‒                      ‒                      ‒                      ‒                      以上          
資料：                                                                                          の    ５をもとに作成｡
                                                                
故は, 客観的かつ一律に認定することが難しく, さらに, 保険事故がいつ生じるかが不明であ
る｡ また, 現在でも保険事故の発生確率は決して高くはない｡ そして, 障害年金では稼得能力
との関係が重要であり, 受給者に一定額以上の就労収入がある場合, 年金は一切支給されない｡
このような根本的な違いに加えて, 両年金には, 制度設計上, 異なる点が多く存在する｡ 例
えば, 両年金では拠出要件に違いが見られる｡ 老齢年金の受給資格を取得するためには,   歳
から  歳到達までの経過年数と等しいだけのクレジットが必要になっている｡ それゆえ,   歳
までに少なくとも  四半期の拠出記録を取得しなければならないが, いったんそれを蓄積すれ
ば, 彼 (彼女) は, 老齢年金について恒久的な受給資格を得たことになる｡ 仮にその後は就労
を辞めたとしても, 老後に老齢年金を受給することができる｡ 一方, 障害年金の受給資格を取




は行う必要がないとされてきた｡ それゆえ, 障害年金の受給要件では, 老齢年金とは異なり,
保険事故の発生の直前まで就労して拠出を行っていたことが求められている｡ その他, 給付設
計については, 障害年金と老齢年金ともに, 前述の    を基礎にして給付額が決められる
が, その算定対象期間に違いがある｡ 老齢年金では, 対象者の  歳到達の翌年から  歳到達ま
での  年間から収入の低かった５年間を除いた  年間の再評価済の収入合計額を   (＝  年





平均月収が極端に低くなるが, 後者の方法ではそのようなことはない｡ ただし,     の算
定方法には, このような違いがあるものの,     から   を導き出すための算定式につい
ては, 両年金で同一のものが使われている｡
さらに, アメリカでは, 両年金の財源が別々になっている｡ アメリカでは, 老齢年金や遺族
年金に遅れて,     年に障害年金が導入されたが, 当初の法案では, すべての年金の財源を統
一の基金で賄う予定になっていた｡ しかしながら, 障害年金では, 保険事故の発生率に関する
予測が難しいと考えられたために, 想定よりも多く費用がかかる可能性が指摘されており, そ
うした場合に, それまで行われてきた他の年金給付が削減されるのではないかという懸念があ
った｡ こうした懸念を減じるための対策として, 成立直前の上院で修正が行われ, 障害年金の
アメリカにおける障害者に対する所得保障の歴史と現状 (下)   







なっているにもかかわらず, 現在でも, 原則として, 両基金の財政的な分離が維持されている
ことは重要である｡ 特に, 給付対象となる保険事故の違いに応じて, 拠出面で別個の取り扱い
を行うことには合理性があると考えられる   )｡

















た, 全国民をカバーする公的医療保障のないアメリカでは, 障害年金受給者にとって, 障害年
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   ) 具体的には, 障害年金は原則として障害保険信託基金から給付されるが, 障害をもつ寡婦に対す
る給付と障害をもつ成人した子に対する給付 (ただし, 対象者の親が老齢年金受給者あるいは死亡し















また,    では, リハビリテーションの成果にかかわらず, 州が償還払いを受けられること





めの試みがなされてきた｡ しかしながら, 議会予算局によれば,     年代後半において,    
に照会される者は, 障害年金および   受給者の新規裁定者の約  ～  ％, さらにサービス






   ) 百瀬 [    ]      ‒      )    はリハビリテーション法 [              ] に基づいて各州に設置されている機関で





サービス供給を担うのは, 雇用ネットワーク [                ＝  ]   ) ないしは従来
から存在する   である｡   に対する報酬は, 成果主義をベースとしており,   は利用
者を就労に結びつけることによって, はじめて報酬を得ることができる｡ この報酬のために必
要となる費用は, チケット利用者が障害年金受給者の場合, 老齢遺族保険信託基金および障害
保険信託基金から,    受給者の場合は   の財源から調達される｡ また,    は従来どお
りの償還払い制度を利用することもできる｡    は, 原則として  歳以上  歳未満の障害給








(第２段階), 同年  月から    年９月にかけて  の州と準州 (第３段階) で対象者にチケット
の送付が行われた   )｡     年９月で既存の障害給付受給者に対するチケットの送付は完了し,
それ以降は, 新規対象者へのチケット送付が行われている｡     年末時点で,    が  ～  
歳までの障害給付受給者に送付したチケットの数は    万に達しており, 主として死亡や老
齢年金切替により受給者名簿から外れた者を除いた約   万人がチケットの利用可能な受給者
となっている｡ しかしながら,                        ,    . が   との契約により
就労チケットプログラムの評価を行った報告書によれば, プログラムへの参加率 (チケット利
用件数／チケットの利用可能な受給者数) は低位に止まっている｡     年末時点では, 第１段
階に属する地域での参加率が   ％, 第２段階地域では  ％, 第３段階地域では   ％となっ
ており, 全米での参加率は１％に満たない   )｡
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   )   になることのできる組織の具体例としては, 政府機関やリハビリテーションサービスを専門
に供給する機関だけでなく, 就職紹介会社 [              ], 雇用主, 病院, 学校, 保険会社
などがあげられる｡   ) 就労チケットプログラムについては百瀬 [    ]     の脚注 (  ) で示した資料を参照｡   )                           [    ]                    各段階に属する州は        を参照｡   )                           [    ]      ‒   
                                                                




ていることを考えれば, 就労を目指す受給者が多くないことは当然である｡ 第２に, 障害給付
受給者の中で就労チケットプログラムの認識度があまり高くない｡ 第１段階地域でのプログラ
ム不参加者の大半は, 就労チケットプログラムの存在やその意図を把握しておらず, そうした









数が全米で      件, プログラム参加率は  ％に達している   )｡ しかし, 就労復帰により障
害年金の受給を終了した者は, 受給者の  ％程度   ) であり, この数値は,     年から    年









   )                           [    ]       ‒       )                           [    ]         )                               (                                     )   )                                                                   各
年版に基づく｡
                                                                
権利性の弱さ, 給付水準の低さ, 受給要件の厳しさ, 就労意欲への悪影響などの面で問題点が





は障害者である   )｡ また, 障害年金と   はまったく別物ではなく, 運営主体, 申請方法や
障害認定に共通点があり, 同時申請することもできる｡
② 比較的高い水準にある障害年金給付費総額
アメリカは一般的に低福祉の国と考えられており, 例えば,     の                       によれば, 公的社会支出の対   比 (    年) は, 先進国では最も低いグループ
に位置する｡ しかしながら, 障害年金給付費の対   比については大陸ヨーロッパ諸国に近
い水準にあり, また, それが公的社会支出全体に占める割合も高い   )｡ さらに, 障害年金以外
にも,    の給付費の大部分は障害者に使われており, 障害者の所得保障に対する公的な関与
は決して小さくない｡ 一方, アメリカでは障害年金給付費総額がここ  年間で急速に増大して
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   )    は障害者だけでなく高齢者にも給付されるが, 受給者の約  ％は障害 (視覚障害を含む) に
基づく受給者である｡     [     ]             ) 百瀬 [     ] 表１ 
                                                                
祉省による貧困線を上回っている｡ ただし, 障害年金は所得比例給付のみであり, 給付設計上,
就労時に低所得であった者ほど所得代替率が高くなるようになっているものの, 最低保障給付






優勢であったが, 障害年金が導入されて以降, 両年金は遺族年金も含めて, 同一の年金制度の
もとで運営されている｡ ただし, 両年金では, 対象とするリスクが異なり, 制度設計上の違い
もいくつか有している｡ まず, 老齢年金は一定年齢への到達によって給付が開始され, 受給要
件として稼得能力を失っているか否かは厳密には考慮されないが, 障害年金は障害認定業務を
経て, 申請者が稼得能力を実質的に失っている場合に初めて給付される｡ また, 保険事故の特












いる｡ しかし, プログラム実施以降の参加率は停滞しており, その成果は限定的である｡
以上, 本稿では, アメリカにおける障害者の所得保障について検討を行ってきた｡ Ⅰで述べ
たように, 現在, この分野に関する研究の必要性が高まっており, 今後は, 日本を対象とした
本格的な検討が期待される｡ その際に, 本稿の成果は, 現状分析を行う場合の視点を提供する
と同時に, 改善策を思考する場合の指標のひとつとして有用になると思われる｡
訂正
前号に掲載された (上) の     に以下の誤りがありました｡ お詫びして訂正いたします｡








・石川文吾 [    ] ｢生命保険に於ける廃疾條項の研究｣ 『東京商科大学研究年報 商学研究』          ‒    
・菊池馨実 [    ] 『年金保険の基本構造』 北海道大学図書刊行会 
・高藤昭 [    ] ｢障害年金における ｢国民皆年金｣ の法理－学生無年金障害者訴訟にかかわ
って｣ 『社会志林』                ‒   
・田中明彦 [    ] ｢特集 国民皆年金と障害年金保障－学生障害無年金訴訟・東京地裁判決と
その意義｣ 『賃金と社会保障』             ‒   
・野田博也 [    ] ｢アメリカの補足的保障所得 (   ) の展開－就労自活が困難な人々に対
する扶助の在り方をめぐって｣ 『海外社会保障研究』              ‒    
・三澤了 [    ] ｢障害者自立支援法の影響と所得保障の必要性｣ 『現代思想』                 ‒   
・百瀬優 [    ] ｢欧米諸国における障害給付改革－障害年金を中心に｣ 『大原社会問題研究所
雑誌』             ‒   
・百瀬優 [     ] ｢四つの論点から見る障害年金改革－アメリカ, スウェーデンとの比較を
手がかりに｣ 社会政策学会編 『子育てをめぐる社会政策 [社会政策学会誌第  号] 』 法律文
化社 
・百瀬優 [     ] ｢障害者に対する所得保障制度－障害年金を中心に｣ 『季刊社会保障研究』                ‒    
・              [    ]                                                                 ４ (３)     ‒   
・              [    ]                                                         
・                         [    ]                                                                                         ‒   
・                          [    ]                                                                                          (３)      ‒   








・                                     [    ]                                                                                    
(９)     ‒   
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